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 厚生労働省において、労働政策審議会職業安定分科会における「2025 年度中

間評価 評価シート」について、令和８年７月 31日（金）から令和８年８月 30

日（日）まで御意見を募集しましたところ、34件の御意見をいただきました。 

このうち、今回御意見を募集させていただいた「2025年度評価 評価シート」

に関してお寄せいただいた御意見の要旨とそれに対する考え方について、内容

により分類し、以下のとおり取りまとめましたので、公表いたします。 

なお、本意見募集（「2025 年度評価 評価シート」）とは直接関係しない御意

見については、以下には整理しておりませんが、今後の職務の参考とさせていた

だきます。 

皆様方の御協力に厚く御礼申し上げるとともに、今後とも厚生労働行政の推

進に御協力いただきますよう、よろしくお願い申し上げます。 

 

番

号 

御意見の概要 御意見に関する考え方 

１ （就職後の雇用の質に関する指標

を追加するべきという御意見） 

・ 就職率のみではなく、賃金水

準や生活実態などの国民生活の

充実度を踏まえた評価指標とす

るべき。 

・ 求職者訓練受講者、外国人求

職者も含め、就職率だけで無く、

賃金や雇用の安定性など雇用の

質を評価すべき。広範な事業評

価を求める。（同様の御意見：４

件） 

 

本評価シートは、職業安定分科

会で取り扱う施策に関連し、施策

の PDCAを定期的に回すことを目的

として、毎年度の評価項目策定、

評価指標の設定を行っておりま

す。指標設定に当たっては、ご指

摘にあるように、雇用の質を可能

な限り踏まえるべきである一方

で、継続把握の容易さ、事務負担

等も考慮する必要があることか

ら、現時点においてご指摘を反映

することは難しいと考えておりま

す。いずれにしましても、いただ

いたご意見は、今後の行政運営で

の参考とさせていただきます。 



２ （新たな指標の御提案） 

・ フリーランス新法に関する評

価が所管省庁で行われていない

ため、フリーランス新法第 3 章

（就業環境整備）の執行状況を

評価項目に組み込むべき。 

・ 障害者手帳や難病指定の有無

に限らない障害者や難病・慢性

疾患患者等への就職支援を独立

した評価項目として設置し、本

人が希望する勤務時間や雇用形

態で就職できた割合、治療と仕

事を両立できている割合など、

「雇用の質」を評価する指標、障

害特性や治療状況に応じた働き

方が可能な求人の開拓状況に関

する指標を新設するべき。また、

当事者の個人情報を十分に保護

したうえで、障害・疾患のある求

職者の就職状況、離職理由、必要

とされた配慮、支援を利用でき

なかった理由などを調査し、当

事者の意見を次年度の目標設定

に反映するべき。 

・ 就職の公正さ、賃金、雇用形

態、合理的配慮、キャリア形成な

どの「雇用の質」を評価する指標

が不足している。特に障害や疾

病のある人について、匿名の追

跡調査等を導入し、採用差別や

合理的配慮、賃金・定着状況等を

把握・評価すべき。 

・ 若者については独立した評価

項目を作成するべき。就職氷河

期世代固有の正規雇用率、賃金

及び定着率を継続的に把握すべ

本評価シートは、職業安定分科

会で取り扱う施策に関連し、施策

の PDCAを定期的に回すことを目的

として、毎年度の評価項目策定、

評価指標の設定を行っておりま

す。 

職業安定分科会の所掌範囲は労

働政策審議会令（平成 12年政令第

284号）第六条において、「厚生労

働省設置法第四条第一項第五十三

号から第五十六号まで及び第五十

八号から第六十二号までに掲げる

事務に関する重要事項を調査審議

すること（障害者雇用分科会及び

人材開発分科会の所掌に属するも

のを除く。）」とされています。 

フリーランス・短時間労働者・

若年者・障害者、労災施策等に関

しては、他に議論する審議会が存

在することから、本分科会におけ

る事業評価の対象とはいたしませ

んが、いただいたご意見について

は、関係部局にお伝えさせていた

だきます。 



き。 

・ 自営業者・フリーランス・短時

間労働者を評価対象の空白とせ

ず、これらの就業者についても

就業実態を把握するとともに、

関係するフリーランス施策、障

害者施策、労災施策及び生活保

障施策との連携状況も評価すべ

き。 

・ 治療と仕事の両立支援や合理

的配慮について、利用後の就業

継続まで評価すべき。 

・ 日雇い・登録型・短期有期労働

者の雇止めや反復失業の実態や

就業継続状況を把握・評価すべ

き。（同様の御意見：３件） 

・ 高齢者施策において、障害や

疾患を抱える高齢者の就労実態

も評価すべき。 

 

３ （年度評価全体のあり方に関する

御意見） 

・ PDCAサイクルの実効性向上の

ため、要因分析を外部環境要因

と行政側の要因に分けるテンプ

レートの導入、制度変更等によ

る影響が予めわかっている指標

について予め明示しておく等、

評価シートの「様式（フォーマッ

ト）の見直し」「既存データの見

せ方の工夫」「記述ルールの標準

化」を行い、評価の透明性を高め

てほしい。 

・ 未達成要因についてペナルテ

ィや、事業の縮小・廃止を含む

「撤退基準」の明確化により、実

貴重なご意見ありがとうござい

ます。いただいたご意見について

は、現時点では、技術的対応可能

性などにかんがみて、直ちには実

現できない部分も多くあります

が、ご指摘の趣旨も踏まえつつ、

引き続き効果的・効率的な実施に

努めるとともに、評価指標の設定

や評価結果の示し方については、

透明性と効率等も踏まえながら、

随時、改善に取り組んでまいりま

す。 



効性のある軌道修正プロセスを

構築してほしい。 

・ 「相談件数」「参加者数」「実施

件数」など活動量の羅列が中心。

政策効果を客観的に判断するた

めのアウトカム指標も追加すべ

き。 

・ 障害、高齢、外国人、子育てな

ど複数の就職困難要因を持つ求

職者の実態を交差集計して評価

すべき。 

・ コスト、定着率、費用対効果を

重視した評価への転換を求め

る。就職率やイベント回数では

なく、紹介１件当たりのコスト

で評価し、マッチングの精度を

上げるべき。各指標について、そ

れぞれの人件費、事業費も評価

指標とするべき。 

４ （外国人雇用政策への評価と、国

内支援についての御意見） 

・ 外国籍人材の導入規模を追う

のではなく、国内の潜在的な労

働力の発掘と、定着について厳

格に評価する仕組みに改めるべ

き。 

・ 就職率向上のために外国人雇

用を進めるべきではない。人手

不足分野、マザーズハローワー

クにおける就職の内、外国人が

占める割合を出すべき。 

ご指摘の国内の人材確保に関し

ても、引き続き、ハローワーク等

を通じて全力で取り組んでまいり

ます。 

５ （資料内容に関する御意見） 

・ 定住外国人等の達成率が表及

び本文では 105.8％、備考では

105.5％となっている。また、生

涯現役支援窓口の 60～64 歳ま

定住外国人の就職件数に係る目

標達成率、シルバー人材センター

の月次数値と年間合計につきまし

ては、ご指摘のとおり修正いたし

ます。 



での 3 月就職率が 100.4％とな

っているほか、シルバー人材セ

ンターの月次数値と年間合計に

も不整合がある。政策拡充の根

拠とする前に、これらの数値を

訂正し、集計方法を明らかにす

べき。 

生涯現役支援窓口の就職率につ

きましては、同じ月の「支援対象

者の就職件数」を「支援対象者

数」で除して算出しています。支

援対象者数は本窓口による支援を

受ける者として選定された月に、

就職件数は就職に至った月にそれ

ぞれ計上しているため、２月以前

に支援対象者となった者が３月に

就職した場合は３月の就職件数に

計上されます。このため、就職率

が 100％を超える場合がありま

す。 

 

  


